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平成２２年度東京都水道事業会計決算審査意見書 

 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  水 道 局 

 ２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、水道事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類の

照合等を行うとともに、企業管理者から決算についての説明を聴取するなどの方法により審査を

実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

 ３ 審査の期間  平成２３年６月１日から同年８月４日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算諸表について 

   審査に付された決算諸表は、水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。 

 ２ 事業運営について 

   水道事業は、区部及び多摩地区２６市町の区域において給水事業を行っているほか、３市に対

して暫定分水を行っている。 

平成２２年度末における給水件数は、６９６万件で、前年度と比較し、５万件（０．７％）増

加している。一方、年間総配水量（浄水場から飲料水等として送水された水量）は、１５億６，

９３３万㎥であり、前年度と比較して１４３万㎥の微増となっている。有収率（総配水量に対す

る、料金等収入となる有収水量の割合）は、漏水率（総配水量に対する、漏水量の割合）の低下

により、前年度より０．７ポイント向上して９６．３％となっている。 

収支状況は、総収益３，３４４億余円に対し、総費用２，７９５億余円であり、差引き５４８

億余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産２兆６，６０２億余円、負債２，６０４億余円及び資本２兆３，９９８億余

円となっている。 

当年度の経営状況は、表１及び表２のとおり、純利益が、前年度と比較し、９７億余円（１５．

２％）減少している。一方、年度末資金残高は、表１３のとおり、流動資産３，０９７億余円と

流動負債８８８億余円との差２，２０９億余円であり、前年度と比較し、３１０億余円（１６．

４％）増加している。 

東京の水道は、水道利用者から安全でおいしい水に対するニーズが高まっていること、大規模
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浄水場が平成３０年代から集中的に更新時期を迎えること、首都直下型地震の切迫性が指摘され

るなど震災対策の重要性が増していること、環境への負荷の低減に向けて抜本的な対策が求めら

れること等、様々な課題を抱えている。 

このため、局は、平成２２年度から２４年度までの３年間に取り組んでいく施策の事業計画と

財政計画を、安全でおいしい水の安定的な供給、広域的な事業運営、お客さまサービスと広報広

聴の展開、次世代を見据えた施策の推進及び経営基盤の強化に体系化して明示した「東京水道経

営プラン２０１０」を策定している。 

局は、このプランに基づき、高度浄水施設の整備工事、水道管路の耐震継手化などの施設整備

事業を推進しており、計画の初年度となる平成２２年度末現在の累積執行率は２６．５％である。 

局は、今後の水道事業について、５０年、１００年先をも視野に入れ、将来にわたり持続可能

な経営を行っていくことを目指しており、計画に沿って着実に課題の解消に取り組んでいけるよ

う、一層の経営努力が求められる。 

 

第３ 経営状況の概要 

 １ 経営成績について 

平成２２年度における経営成績は、表１（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

３，３４４億余円、総費用２，７９５億余円であり、差引き５４８億余円の純利益となっている。 

なお、平成１８年度からの純利益の推移は、表２のとおりである。 

 

（表１）経営成績比較表 

（単位：百万円、％） 

増（△）減 

項  目 
平成２２年度 

（Ａ） 

平成２１年度 

（Ｂ） 
金    額 

(Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) 

率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100

営業収益 325,117 325,182 △ 64 △ 0.0

営業外収益 9,311 10,673 △ 1,362 △  12.8
収 

益 

特別利益 0 1,421 △  1,421 △  100.0

総 収 益 334,429 337,277 △  2,848 △  0.8

営業費用 267,994 259,680 8,313  3.2費 

用 営業外費用 11,601 12,963 △  1,362 △  10.5

総 費 用 279,595 272,644 6,951  2.5

純 利 益 54,834 64,633 △  9,799 △  15.2
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（表２）純利益の推移 

                                                                   （単位：百万円） 

年  度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

純 利 益 58,255 68,917 64,095 64,633 54,834 

 

（１）事業実績について 

平成２２年度における配水量及び年度末給水件数は、表３のとおりである。 

年間総配水量は、１５億６，９３３万㎥であり、前年度と比較して１４３万㎥の微増となって

いる。給水件数は、６９６万件であり、前年度と比較して５万件（０．７％）増加している。 

有収率は、表４のとおり、漏水率の低下により、前年度より０．７ポイント向上して９６．３％

となっている。 

浄水場別の配水量及び稼働状況は、表５のとおりである。 

 

（表３）給水状況一覧 

年 度 

項 目 

平成 

17 年度 

平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

 年間総配水量  

 (千㎥) 
1,615,886 1,606,415 1,606,804 1,581,925 1,567,900 1,569,336

量  

(千㎥) 
△ 9,470 388 △ 24,879 △ 14,025  1,436

 増(△)減 
率 

 (％) 

 

△  0.5 0 △  1.5 △ 0.9  0.1

 1 日平均配水量 

 (千㎥) 
 4,427  4,401 4,390 4,334  4,295  4,299

 1 日最大配水量  

(千㎥) 
 4,981  4,947 4,872 4,824  4,847  4,803

量  

(千㎥) 
△ 34 △ 75 △  48  23 △   43

 増(△)減 
率 

 (％) 

 

△ 0.6 △ 1.5 △  0.9  0.5 △ 0.9

 給水件数   

(千件) 
 6,550  6,677 6,795 6,867  6,914  6,965

量  

(千件) 
 126 117 72  47  50

 増(△)減 
率 

 (％) 

 

 1.9 1.8 1.1  0.7  0.7

（注）増減は、前年度に対するものである。 
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（表４）総配水量内訳構成比率 

                                                                            （単位：％） 

               年  度 
  項  目 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

有  収  率 94.9 95.2 95.5 95.6 96.3 

漏  水  率 3.6 3.3 3.1 3.0 2.7 

そ の 他 1.5 1.5 1.4 1.4 1.1 

計 100  100  100  100  100  

 

（表５）浄水場別配水量及び稼働状況一覧表  

（単位：給水施設能力 千㎥/日、配水量 上段 千㎥/年、下段 千㎥/日） 

平成２２年度 平成２１年度 増(△)減 
水 系 浄水場 

給水施 

設能力 配水量 稼働率 配水量 稼働率 配水量 稼働率

金  町 
  

1,500  
251,475 

 (     689)

％

45.9
275,243

(     754)

％

50.3
 △ 23,768

(△     65)

％

△ 4.4

三  郷 
  

1,100 

288,319 

(     789) 71.8

297,385

(     814) 74.1

 △  9,066

(△     24) △ 2.3

朝  霞 
  

1,700 

341,599 

(    935) 55.1

351,401

(    962) 56.6

 △  9,801

(△     26) △ 1.5

三  園 
  

300 

76,066 

(     208) 69.5

90,709

(     248) 82.8

△ 14,642

(△     40) △13.3

利根川 

東村山 
  

1,265 

345,121 

(     945) 74.7

260,857

(     714) 56.5

   84,264

(      230) 18.2

小  作 
  

280 

   69,617 

(     190) 68.1

   71,851

(     196) 70.3

 △  2,233

(△      6) △ 2.2

境 
  

315 

   42,846 

(     117) 37.3

   43,574

(     119) 37.9

 △   727

(△      1) △ 0.6

砧 
  

114 

    7,300 

(      20) 17.5

   11,709

(      32) 28.0

 △  4,409

(△     12) △10.5

砧  下 
  

70 

    8,379 

(      23) 32.8

   10,320

(      28) 40.4

 △  1,940

(△      5) △ 7.6

多摩川 

玉  川 
  

[152] 
- - - - - - 

相模川 長  沢 
  

200 

  40,622 

(     111) 55.6

  53,167

(     145) 72.8

 △ 12,545

(△     34) △17.2

地下水 杉  並 
15 

      918 

(       2) 16.8

      968

(       2) 17.7

 △   49

(△     0) △ 0.9

計 
  

6,859 

1,472,268 

(   4,033) 58.8

1,467,188

(   4,019) 58.6

    5,080

(       14) 0.2

多摩統合地区 
 

《445》 

   97,067 

(     265) 59.7

  100,711

(     275) 61.9

 △  3,644

(△     10) △ 2.2

合  計   

6,859 

1,569,336 

(   4,299) 62.7

1,567,900

(   4,295) 62.6

1,436

(        4) 0.1

  (注)１ 玉川浄水場は、上水としては休止中であり、給水施設能力[152]は、給水施設能力の計及び合計
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欄には含まない。 

      なお、工業用水として、平成 22 年度は 172 万 7,900 ㎥を三園浄水場へ送水している。 

    ２ 多摩統合地区の給水施設能力《445》については、予備施設のため、給水施設能力には含まない。 

 

（２）収支状況について 

損益の状況は、表６のとおりである。 

営業利益は、前年度（６５５億余円）と比較して、８３億余円（１２．８％）減少し、５７１

億余円となっている。経常利益は、前年度（６３２億余円）と比較して、８３億余円（１３．３％）

減少し、５４８億余円となっている。 

 

（表６）損益収支比較表 

（単位：百万円、％） 

増    (△)    減 

項   目 
平成２２年度 

(Ａ) 
平成２１年度 

(Ｂ) 金     額 
(Ｃ)＝(Ａ)-(Ｂ) 

率 
(Ｃ)/(Ｂ)×100

 
営 業 収 益 
営 業 費 用 

325,117
267,994

325,182
259,680

△    64 
8,313 

△   0.0
3.2

営 業 利 益 57,123 65,502 △ 8,378 △  12.8

 
営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 

9,311
11,601

10,673
12,963

△  1,362 
△ 1,362 

△  12.8
△ 10.5

経 常 利 益 54,834 63,212 △ 8,378 △  13.3

特 別 利 益 0 1,421 △  1,421 △ 100 

純 利 益 54,834 64,633 △  9,799   △  15.2

 

   ア 収益について 

     収益は、表７のとおりである。 

営業収益は、３，２５１億余円であり、前年度（３，２５１億余円）と比較して、６，４

７９万余円（０．０％）減少している。これは主に、給水収益が１９億余円増加したものの、

その他営業収益が２０億余円減少したことによるものである。 

給水収益の増加は、料金等収入となる有収水量が増加したことによるものであり、その他

営業収益の減少は、主に、昨年度収入した雑収益の奥多摩施設整備繰入金２４億円が今年度

は収入されなかったことによるものである。 

営業外収益は、９３億余円で、前年度（１０６億余円）と比較して、１３億余円（１２．

８％）減少している。これは主に、受取利息が５億余円、土地物件収益が１１億余円それぞ

れ減少したことによるものである。 
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受取利息の減少は、主に、前年度と比較して預金金利が低下したためである。土地物件収

益の減少は、主に、賃貸不動産の需要の低迷により、建物の賃貸収入が減少したことによる

ものである。 

 

（表７）収益比較表 

（単位：百万円、％） 

増 (△) 減 
項  目 

平成２２年度 

（Ａ） 

平成２１年度 

（Ｂ） 
金     額 

(Ｃ)＝(Ａ)-(Ｂ) 
率 

(C)/(B)×100

営 業 収 益 325,117 325,182 △ 64 △ 0.0

給 水 収 益 296,701 294,727 1,973 0.7

受託事業収益 1,596 1,597 △ 0 △ 0.0 

その他営業収益 26,819 28,857 △ 2,038 △ 7.1

営 業 外 収 益 9,311 10,673 △ 1,362 △ 12.8

受 取 利 息 603 1,152 △   548 △ 47.6

土地物件収益 7,305 8,438 △ 1,132 △ 13.4

ダム施設発電使用料 26 26 0 0 

一般会計補助金 187 54 132 244.2

 

雑 収 1,189 1,003 186 18.6

特 別 利 益 0 1,421 △  1,421 △ 100 

 固定資産売却益 0 1,421 △  1,421 △ 100 

総 収 益 334,429 337,277 △  2,848 △  0.8

 

   イ 費用について 

     費用は、表８のとおりである。 

営業費用は、２，６７９億余円であり、前年度（２，５９６億余円）と比較して、８３億

余円（３．２％）増加している。これは主に、原水費が１５億余円、浄水費が７億余円、業

務費が５億余円、それぞれ減少したものの、配水費が７４億余円、減価償却費が４１億余円

それぞれ増加したことによるものである。 

原水費の減少は、主に、前年度に行った小河内貯水池の法面防護工事が、今年度は実施さ

れなかったことにより設備補修費が５億余円減少したこと及び水源施設管理費分担金が４億

余円減少したことによるものである。浄水費の減少は、主に、浄水設備補修工事経費が６億

余円減少したことによるものである。業務費の減少は、主に、調布市外８市町への事務委託

を解消したことにより事務委託費が４億余円減少したことによるものである。 

配水費の増加は、主に、調布市外６市町の事務委託解消により、事務委託費が２３億円余

減少したものの、配水管取替整備工事の増加などにより、設備補修費が１０１億余円増加し
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たことによるものである。減価償却費の増加は、主に、配水管など構築物にかかる減価償却

費が３２億余円増加したことによるものである。 

営業外費用は、１１６億余円であり、前年度（１２９億余円）と比較して、１３億余円（１

０．５％）減少している。これは、主に、企業債残高の減少に伴い、支払利息及び企業債取

扱諸費が１５億余円減少したことによるものである。 

なお、給与費・職員数等については、表９のとおりとなっている。 

 

（表８）費用比較表 

（単位：百万円、％） 

増 (△) 減 
項   目 

平成２２年度 
（Ａ） 

平成２１年度
（Ｂ） 金     額 

(Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) 
率 

(Ｃ)/(Ｂ)×100

営 業 費 用 267,994 259,680 8,313  3.2 

原 水 費 13,650 15,158 △ 1,507 △ 9.9 

浄 水 費 23,060 23,777 △ 716 △ 3.0 

配 水 費 95,496 88,056 7,440  8.4 

給 水 費 23,213 22,921 292  1.3 

受 託 事 業 費 1,597 1,597 △  0 △ 0.0 

業 務 費 27,601 28,106 △ 505 △ 1.8 

総 係 費 16,534 17,050 △ 515 △ 3.0 

減 価 償 却 費 62,751 58,616 4,135  7.1 

資 産 減 耗 費 3,643 3,876 △ 233 △ 6.0 

 

その他営業費用 444 519 △ 75 △ 14.5 

営 業 外 費 用 11,601 12,963 △ 1,362 △ 10.5 

支払利息及び 
企業債取扱諸費 

10,839 12,344 △ 1,504 △ 12.2 

繰延勘定償却 27 33 △  6 △ 19.4 

 

雑 支 出 734 585 149  25.5 

総 費 用 279,595 272,644 6,951  2.5 
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（表９）給与費明細表 

                                     （単位：百万円） 

平成２２年度 平成２１年度 増 (△) 減 
区  分 

損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

給 料 13,477 1,594 15,071 14,326 1,593 15,920 △ 849  1 △ 849

手 当 12,524 1,349 13,874 13,162 1,357 14,520 △ 638 △ 8 △ 646

法定福利費 4,911 565 5,477 4,669 509 5,178 242  56 299

計 30,913 3,510 34,423 32,158 3,460 35,618 △ 1,245  50 △ 1,195

職員数 3,517 人 416 人 3,933 人 3,656 人 404 人 4,060 人 △ 139 人  12 人 △ 127 人

平均年齢 ４５歳 ８月 ４５歳 ７月 ０歳 １月 

職員一人 

当たり給与費 
7,420 千円 7,549 千円 △  129 千円 

 (注)１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

   ２ 職員一人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１０のとおりである。 

 

（表１０）経営比率表 

年    度 
平 成 
18 年度 

平 成
19 年度

平 成 
20 年度 

平 成 
21 年度 

平 成 
22 年度 

算    式 

 営業利益
経営資本営業利益率 (％) 2.9  3.1 2.8 2.7     2.3 

 経営資本
  営業利益

営業収益営業利益率 (％) 20.3  21.7 20.3 20.1 17.6 
  営業収益
  営業収益

経 営 資 本 回 転 率 (回) 0.14 0.14 0.14 0.13 0.13 
 経営資本
 総 費 用

総費用対総収益比率(％) 82.8  80.0 81.0 80.8 83.6 
総 収 益 

（注）経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資＋繰延勘定） 

 

 ２ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１１のとおりである。 

資本的収入は、１８２億余円であり、前年度（１８３億余円）と比較して、ほぼ同額となっ

ている。これは、主に、他企業工事による工事負担金が増加したため、その他資本収入が８億

余円増加したものの、企業債が４億余円、一般会計出資金が３億余円減少したことなどによる

ものである。 

資本的支出は、１，２３６億余円であり、前年度（１，４３０億余円）と比較して、１９３

億余円（１３．６％）減少している。これは主に、企業債償還金が１８４億余円減少したこと

によるものである。 
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資金収支の状況は、表１２のとおりである。 

資本的収支の差引額は、１，１２１億余円の財源不足となっており、これを損益勘定留保資

金等で補てんした結果、全体としては２４２億余円の財源余剰となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１３のとおりである。 

 

（表１１）資本的収支比較表 

（単位：百万円、％） 

増(△)減 

区      分 
平成２２年度 

(Ａ) 
平成２１年度 

(Ｂ) 金   額 
(C)=(A)-(B) 

率 
(C)/(B)×100 

企 業 債 

国 庫 補 助 金 

一般会計出資金 

固定資産売却収入 

その他資本収入 

11,141 

3,725 

1,288 

106 

2,019 

11,553 

3,808 

1,651 

119 

1,180 

△

△

△

△

 

411 

82 

363 

12 

839 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

3.6 

2.2 

22.0 

10.4 

71.1 

資本的 
収 入 

計 18,281 18,312 △ 31 △ 0.2 

建 設 改 良 費 

企 業 債 償 還 金 

84,611 

39,005 

85,528 

57,482 

△

△

917 

18,476 

△ 

△ 

1.1 

32.1 資本的 
支 出 

計 123,617 143,011 △ 19,393 △ 13.6 

資 本 的 収 支 △ 105,335 △ 124,698  19,362  15.5 
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（表１２）資金収支表 

（単位：百万円） 

支                出 収                 入 

項            目 金     額 項             目 金     額 

 資 本 的 支 出(Ａ) 123,617  資 本 的 収 入(Ｂ) 18,281

 翌年度繰越工事資金(Ｃ) 18,000  前 年 度 繰 越 工 事 資 金(Ｄ) 11,200

 計（Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ） 141,617 計（Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ） 29,481

 資 本的収支 資金不足 額 
  

（Ｇ)＝(Ｆ)－(Ｅ） 112,135

＜補 て ん 財 源 内 訳＞ 

  当 年 度 純 利 益 54,834

  損 益 勘 定 留 保 資 金 78,362

    （減 価 償 却 費） 62,751

  （修 繕 引 当 金） 11,600

  （退 職 給 与 引 当 金） 976

  （新規水源開発引当金） △    366

    （固 定 資 産 除 却 費） 3,452

   （繰 延 勘 定 償 却） 27

（そ の 他 雑 支 出） 64

（雑        収） △    143

消費税資本的収支調整額等 3,155

 
  
  

  
 計（Ｈ） 136,351

収 益的収支 資金剰余 額 

（Ｉ）＝（Ｈ） 136,351  

当 年 度 資 金 余 剰 額 

 (Ｊ)＝(Ｉ)－(Ｇ） 24,215  

合   計 （Ｅ)＋（Ｊ） 165,833 合   計（Ｆ)＋(Ｈ)  165,833

 

（表１３）年度末資金残高表 

                                                              （単位：百万円） 

区    分 
平成 

１８年度 
平成 

１９年度 
平成 

２０年度 
平成 

２１年度 
平成 

２２年度 

流 動 資 産 
（Ａ） 

214,937 234,866 267,321 273,048 309,794

流 動 負 債 
（Ｂ） 

86,314 84,887 93,629 83,191 88,848

年度末資金残高 
（Ａ－Ｂ） 

128,622 149,978 173,692 189,857 220,945
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 （２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、２兆６，６０２億余円であり、前年度（２兆６，０３１億余円）と比較して、

５７１億余円（２．２％）増加している。これは主に、固定資産が２０３億余円、流動資産が

３６７億余円それぞれ増加したことによるものである。 

固定資産の増加は、主に、無形固定資産が減価償却などにより４４億余円減少したものの、

有形固定資産が建設仮勘定の増加などにより２４８億余円増加したことによるものである。 

流動資産の増加は、主に、未収金が１８億余円減少したものの、現金及び預金が３０５億余

円、その他流動資産が有価証券の購入などにより８１億余円増加したことによるものである。 

負債総額は２，６０４億余円であり、前年度（２，４０５億余円）と比較して、１９９億余

円（８．３％）増加している。これは、固定負債が１４２億余円、流動負債が５６億余円、そ

れぞれ増加したことによるものである。 

固定負債の増加は、主に、配水管耐震化の事業を推進するため修繕計画を改定したことによ

る、修繕引当金の増加などにより、引当金が１２２億余円増加したことによるものである。 

流動負債の増加は、主に、未払金が６１億余円増加したことによるものである。 

資本総額は２兆３，９９８億余円であり、前年度（２兆３，６２６億余円）と比較して、３

７１億余円（１．６％）増加している。これは、資本金が３４０億余円、剰余金が３１億余円、

それぞれ増加したことによるものである。 

資本金の増加は、企業債の償還により、借入資本金が２７５億余円減少したものの、自己資

本金が６１６億余円増加したことによる。自己資本金の増加は、主に、減債積立金２５３億余

円及び建設改良積立金３１９億円を組入資本金に組み入れたこと、奥多摩町の水道を統合して

純資産を引き継いだことにより、引継資本金が２９億余円増加したことによるものである。 

剰余金の増加は、大規模浄水場更新積立金が５０億円、奥多摩水道施設整備積立金が２４億

円、それぞれ増加した一方で、当年度未処分利益剰余金が９７億余円減少したことにより、利

益剰余金が２３億余円減少したものの、国庫補助金の増加などにより、資本剰余金が５５億余

円増加したことによるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表１４のとおりである。 

企業債の未償還残高は、３，５８４億余円であり、前年度（３，８６０億余円）と比較して、

２７５億余円減少している。 

企業債残高及び支払利息は、表１５のとおり、年々、減少を続けており、平成２２年度の支

払利息は、前年度と比べて１５億余円減少している。 
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（表１４）有利子負債及び支払利息等の状況 

（単位：百万円） 

平成 22 年度 
区    分 

平成 22年度末
残  高 (Ａ) 増加 減少 

平成 21 年度末 
残  高 (Ｂ) 

増 (△) 減 
(Ａ)－(Ｂ) 

有利子負債 企業債 358,410 11,406 39,005 386,009 △  27,599

区    分 平成 22 年度支払額（Ｃ）平成 21 年度支払額（Ｄ） 
増（△）減 
 (Ｃ)－(Ｄ) 

支払利息等 
支払利息及び 
企業債取扱諸費 

10,839 12,344 △   1,504

 

 

（表１５）企業債残高及び支払利息の推移 

 （単位：百万円） 

年  度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

企業債残高 532,540 476,314 431,934 386,009 358,410

支 払 利 息 18,106 15,852 13,915 12,314 10,809

 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１６のとおりである。 

財務の安全性を表す流動比率が増加しているほか、財務の長期健全性を表す自己資本構成比

率も年々向上している。 

 

（表１６）財務比率表                                                          

                                                （単位：％） 

年   度 
平   成 
１８年度 

平   成 
１９年度 

平  成 
２０年度 

平  成 
２１年度 

平  成 
２２年度 

算 式 

 流動資産
流動比率 249.0 276.7 285.5 328.2 348.7 

 流動負債
 自己資本自己資本 

構成比率 
70.5 72.5 73.9 75.9 76.7 

 総 資 本
 固定資産固定長期 

適 合 率 
99.3 99.3 98.9 98.6 97.9 

長期資本 

(注)１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

  ２ 長期資本＝資本金(自己資本金＋借入資本金)＋剰余金 
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 ３ 施設整備事業について 

施設整備事業については、平成２２年１月に、平成２２年度から２４年度までの３年間を計画

期間とする「東京水道経営プラン２０１０」を策定し、この計画に基づき、平成２２年度の施設

整備事業を実施した。 

当年度の執行状況は、表１７のとおり、予算額１，０７７億円に対し、執行額は９１１億余円、

執行率は８４．７％であり、計画に対する累積執行率は、２６．５％である。 

 

（表１７）施設整備事業執行状況 

（単位：百万円、％） 

平成２２年度執行状況 
区        分 

計  画 
(Ａ) 予算額 

(Ｂ) 
執行額 
(Ｃ) 

執行率
(C)/(B)

翌年度への
繰 越 額 

執行額 
累  計 
(Ｄ) 

累 積 
執行率 

(Ｄ)/(Ａ)

水源及び浄水 
施設整備事業 

104,000 
32,411 
(1,900)

25,602 79.0 6,100 25,602 24.6

送 配 水 施 設 
整 備 事 業 

219,000 
66,562 
(7,800)

56,861 85.4 9,700 56,861 26.0

給 水 設 備 
整 備 事 業 

21,000 
8,727 

(    0)
8,726 100.0 0 8,726 41.6

  合    計  344,000 
107,700 
(9,700)

91,190 84.7 15,800 91,190 26.5

（注）予算額（Ｂ）欄の（ ）は、前年度からの繰越額で内書きである。 

 

 （１）水源及び浄水施設整備事業 

この事業は、安定的な給水の確保を図るため、水源の確保や既存施設などの更新を推進し、

併せて水源及び浄水施設の耐震化を図るとともに、利根川水系の全浄水場に高度浄水処理を順

次導入するものであり、３年間の事業費は、１，０４０億円となっている。 

当年度の執行状況は、表１８のとおり、予算額３２４億余円に対し、執行額は、２５６億余

円、執行率は、７９．０％であり、計画に対する累積執行率は、２４．６％である。 
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（表１８）水源及び浄水施設整備事業執行状況 

              （単位：百万円、％） 

計  画 平成２２年度執行状況 

区  分 
内  容 

金 額 
(Ａ) 

予算額
(Ｂ) 

執行額
(Ｃ) 

執行率
(C)/(B)

翌年度へ
の繰越額 

執行額 
累計 
(D) 

累積 
執行率
(D)/(A)

水源及び浄水 
施設整備事業 

 104,000
32,411
( 1,900)

25,602 79.0 6,100 25,602 24.6

事 務 費   2,700
643

(     0)
643 100.0 0 643 23.8

事 業 費  101,300
31,767

( 1,900)
24,959 78.6 6,100 24,959 24.6

水 源 分 担 金 
八ッ場ダム水源

施設建設費分

担金 

9,000
3,000

(     0)
2,370 79.0 0 2,370 26.3

導 水 施 設 
の 整 備 

原水連絡管の

二重化 
3,563

76
(     0)

76 100.0 0 76   2.1

大規模浄水場
更新代替施設
の 整 備 

調査・設計等 310 0 0 ― 0 0 0  

高度浄水施設
の 建 設 

金町・三郷・朝

霞浄水場 
67,193

21,461
( 1,800)

15,461 72.0 5,400 15,461 23.0

奥多摩町基幹 
施 設 の 整 備 

取水施設 

浄水施設整備等 
 880

    1
(     0)

1 100.0 0 1 0.2

 

 

既 存 施 設 
の 更 新 

浄水施設の耐

震補強等 
20,354

7,228
(   100)

7,049 97.5 700 7,049 34.6

（注）予算額（Ｂ）欄の（ ）は、前年度からの繰越額で内書きである。 

 

 （２）送配水施設整備事業 

この事業は、安定的かつ効率的な配水の確保及び耐震性の強化を図るため、送配水管の新設、

経年管や初期ダクタイル管などの配水管の取替え及び配水池等の整備を進めるとともに、漏水

防止対策を推進するものであり、３年間の事業費は、２，１９０億円となっている。 

当年度の執行状況は、表１９のとおり、予算額６６５億余円に対し、執行額は、５６８億余

円、執行率は、８５．４％であり、計画に対する累積執行率は、２６．０％である。 
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（表１９）送配水施設整備事業執行状況 

（単位：百万円、％） 

計    画 平成２２年度執行状況 

区  分 
内 容 

金  額 
(Ａ) 

予算額 
(Ｂ) 

執行額
(Ｃ) 

執行率
(C)/(B)

翌年度へ
の繰越額 

執行額 
累計 
(Ｄ) 

累積 
執行率
(D)/(A)

送配水施設整備事業  219,000 
66,562
( 7,800)

56,861 85.4 9,700 56,861 26.0

  事 務 費  9,500 
2,500

(     0)
2,500 100  0 2,500 26.3

  事 業 費  209,500 
64,062
( 7,800)

54,361 84.9 9,700 54,361 25.9

送配水管ネット 
ワークの強化 

146km 53,884 
21,803

 ( 2,300)
18,003 82.6 3,800 18,003 33.4

送 配 水 管 の 
耐 震 強 化 等 

799km 118,768 
28,431
(   100)

27,531 96.8 900 27,531 23.2

 

 

配水池等の整備 注２ 36,848 
13,827
( 5,400)

8,826 63.8 5,000 8,826 24.0

（注）１ 予算額（Ｂ）欄の（ ）は、前年度からの繰越額で内書きである。 

      ２ 配水池等の整備の計画内容は、給水所の新設（５か所）及び配水池の増強（５か所）である。 

 

 （３）給水設備整備事業 

この事業は、安全でおいしい水の安定的な供給を図るため、貯水槽水道対策の一環として、

小中学校の水飲栓直結給水化をモデル事業として実施するとともに、大口径給水管の耐震強化

や私道内における給水管の整備を進め、給水環境の改善を図るものであり、３年間の事業費は、

２１０億円となっている。 

当年度の執行状況は、表２０のとおり、予算額８７億余円に対し、執行額は、８７億余円、

執行率は、１００．０％であり、計画に対する累積執行率は、４１．６％である。 

 

（表２０）給水設備整備事業執行状況 

  （単位：百万円、％） 

計    画 平成２２年度執行状況 
区  分 

内 容 
金  額
(Ａ) 

予算額
(Ｂ) 

執行額
(Ｃ) 

執行率
(C)/(B)

翌年度へ
の繰越額 

執行額 
累計 
(Ｄ) 

累積 
執行率
(D)/(A)

給水設備整備事業  21,000
8,727

(   0)
8,726 100.0 0 8,726 41.6

事 務 費  900
300

(   0)
300 100.0 0 300 33.3

事 業 費   20,100
8,427

(   0)
8,426 100.0 0 8,426 41.9

小 中 学 校 の 
水飲栓直結給水化 

180 校 1,326
558

(   0)
558 100.0 0 558 42.1

大口径給水管の 
耐 震 強 化 

取替栓数 

1,610 栓 
3,193

920
 (   0)

919 99.9 0 919 28.8

 

 

私道内給水管 
整 備 等  

144km 15,581
6,948

(   0)
6,948 100.0 0 6,948 44.6

（注）予算額（Ｂ）欄の（ ）は、前年度からの繰越額で内書きである。 



（別表１）比較損益計算書
平成２２年度 平成２１年度
金        額 金        額 金        額 率

（Ａ） （Ｂ） (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (Ｃ)/(Ｂ)×100

営業収益 325,117,930,004 325,182,725,361 △ 64,795,357 △ 0.0

296,701,537,717 294,727,757,237 1,973,780,480 0.7

1,596,965,751 1,597,506,160 △ 540,409 △ 0.0

26,819,426,536 28,857,461,964 △ 2,038,035,428 △ 7.1

営業費用 267,994,042,612 259,680,218,721 8,313,823,891 3.2

13,650,504,890 15,158,303,782 △ 1,507,798,892 △ 9.9

23,060,763,461 23,777,065,963 △ 716,302,502 △ 3.0

95,496,641,815 88,056,114,289 7,440,527,526 8.4

23,213,866,706 22,921,405,017 292,461,689 1.3

1,597,243,773 1,597,761,574 △ 517,801 △ 0.0

27,601,351,519 28,106,954,013 △ 505,602,494 △ 1.8

16,534,340,078 17,050,181,048 △ 515,840,970 △ 3.0

62,751,727,511 58,616,573,215 4,135,154,296 7.1

56,117,234,944 52,081,105,962 4,036,128,982 7.7

6,634,492,567 6,535,467,253 99,025,314 1.5

3,643,141,150 3,876,256,179 △ 233,115,029 △ 6.0

3,452,609,390 3,575,551,683 △ 122,942,293 △ 3.4

840,202 97,071 743,131 765.6

189,691,558 300,607,425 △ 110,915,867 △ 36.9

444,461,709 519,603,641 △ 75,141,932 △ 14.5

営業利益 57,123,887,392 65,502,506,640 △ 8,378,619,248 △ 12.8

営業外収益 9,311,766,519 10,673,791,813 △ 1,362,025,294 △ 12.8

603,381,303 1,152,172,066 △ 548,790,763 △ 47.6

7,305,469,436 8,438,057,307 △ 1,132,587,871 △ 13.4

26,000,000 26,000,000 0      　  0

187,230,000 54,393,000 132,837,000 244.2

1,189,685,780 1,003,169,440 186,516,340 18.6

営業外費用 11,601,613,993 12,963,821,529 △ 1,362,207,536 △ 10.5

10,839,663,113 12,344,358,922 △ 1,504,695,809 △ 12.2

27,328,541 33,899,742 △ 6,571,201 △ 19.4

734,622,339 585,562,865 149,059,474 25.5

経常利益 54,834,039,918 63,212,476,924 △ 8,378,437,006 △ 13.3

特別利益 0 1,421,344,554 △ 1,421,344,554 △ 100  

0 1,421,344,554 △ 1,421,344,554 △ 100  

当年度純利益 54,834,039,918 64,633,821,478 △ 9,799,781,560 △ 15.2

当年度未処分利益剰余金 54,834,039,918 64,633,821,478 △ 9,799,781,560 △ 15.2

固定資産除却費

たな卸資産減耗費

原水費

浄水費

配水費

給水費

無形固定資産減価償却費

資産減耗費

受託事業費

業務費

総係費

(単位：円、％)

その他営業費用

給水収益

受託事業収益

その他営業収益

項　　　　目
増（△）減

固定資産撤去費

減価償却費

有形固定資産減価償却費

固定資産売却益

受取利息

土地物件収益

ダム施設発電使用料

雑支出

雑収

支払利息及び企業債取扱諸費

繰延勘定償却

一般会計補助金
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（別表２）比較貸借対照表

金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 率
（Ａ） （Ｂ） (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (C)/(B)×100

固定資産 2,350,425,857,454 88.4 2,330,037,693,362 87.6 20,388,164,092 0.9

有形固定資産 2,261,468,524,067 85.0 2,236,621,551,821 84.1 24,846,972,246 1.1

土地 243,465,515,561 9.2 236,209,561,687 8.9 7,255,953,874 3.1

立木 1,701,313,709 0.1 1,655,868,812 0.1 45,444,897 2.7

建物 176,710,031,206 6.6 179,805,037,121 6.8 △ 3,095,005,915 △ 1.7

構築物 1,497,111,392,763 56.3 1,501,050,570,313 56.4 △ 3,939,177,550 △ 0.3

機械及び装置 142,655,480,165 5.4 141,578,108,813 5.3 1,077,371,352 0.8

車両運搬具 263,968,822 0.0 237,905,448 0.0 26,063,374 11.0

船舶 8,382,726 0.0 14,396,660 0.0 △ 6,013,934 △ 41.8

器具備品 2,933,263,513 0.1 2,474,583,951 0.1 458,679,562 18.5

建設仮勘定 196,619,175,602 7.4 173,595,519,016 6.5 23,023,656,586 13.3

無形固定資産 87,849,107,277 3.3 92,309,637,031 3.5 △ 4,460,529,754 △ 4.8

施設利用権 54,631,378,161 2.1 60,115,433,056 2.3 △ 5,484,054,895 △ 9.1

ダム使用権 30,828,752,146 1.2 31,804,450,287 1.2 △ 975,698,141 △ 3.1

借地権 1,638,912,826 0.1 21,946,026 0.0 1,616,966,800 －

その他無形固定資産 750,064,144 0.0 367,807,662 0.0 382,256,482 103.9

投資 1,108,226,110 0.0 1,106,504,510 0.0 1,721,600 0.2

出資金 1,050,654,880 0.0 1,050,654,880 0.0 0      　  0

その他投資 57,571,230 0.0 55,849,630 0.0 1,721,600 3.1

流動資産 309,794,242,282 11.6 273,048,754,879 10.3 36,745,487,403 13.5

現金及び預金 113,550,742,963 4.3 83,035,575,439 3.1 30,515,167,524 36.7

現金 14,200,000 0.0 14,010,000 0.0 190,000 1.4

預金 76,283,692,766 2.9 52,801,734,318 2.0 23,481,958,448 44.5

新規水源開発基金 19,852,850,197 0.7 20,219,831,121 0.8 △ 366,980,924 △ 1.8

大規模浄水場更新積立金 15,000,000,000 0.6 10,000,000,000 0.4 5,000,000,000 50.0

奥多摩水道施設整備積立金 2,400,000,000 0.1 0 0 2,400,000,000 －

未収金 26,619,578,481 1.0 28,454,210,176 1.1 △ 1,834,631,695 △ 6.4

営業未収金 19,303,266,475 0.7 21,622,961,474 0.8 △ 2,319,694,999 △ 10.7

営業外未収金 1,473,719,451 0.1 1,515,587,506 0.1 △ 41,868,055 △ 2.8

その他未収金 5,842,592,555 0.2 5,315,661,196 0.2 526,931,359 9.9

貯蔵品 1,738,103,750 0.1 1,832,693,795 0.1 △ 94,590,045 △ 5.2

材料 1,738,103,750 0.1 1,832,693,795 0.1 △ 94,590,045 △ 5.2

その他流動資産 167,885,817,088 6.3 159,726,275,469 6.0 8,159,541,619 5.1

前払費用 51,649,555 0.0 72,199,024 0.0 △ 20,549,469 △ 28.5

前払金 17,477,514,595 0.7 19,075,736,651 0.7 △ 1,598,222,056 △ 8.4

有価証券 150,356,652,938 5.7 140,578,339,794 5.3 9,778,313,144 7.0

繰延勘定 67,676,552 0.0 90,575,093 0.0 △ 22,898,541 △ 25.3

企業債発行差金 67,676,552 0.0 90,575,093 0.0 △ 22,898,541 △ 25.3

資産合計 2,660,287,776,288 100  2,603,177,023,334 100  57,110,752,954 2.2

　
(注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２２年度  1,389,135,952,669円、平成２１年度  1,345,189,318,776円

 である。

(単位：円、％）

増（△）減
項　　目

平成２２年度 平成２１年度
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（別表２）比較貸借対照表

金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 率
（Ａ） （Ｂ） (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (C)/(B)×100

固定負債 171,609,723,687 6.5 157,322,799,116 5.9 14,286,924,571 9.1

引当金 168,508,766,486 6.3 156,298,905,837 5.9 12,209,860,649 7.8

退職給与引当金 27,141,916,289 1.0 26,165,074,716 1.0 976,841,573 3.7

修繕引当金 121,514,000,000 4.6 109,914,000,000 4.1 11,600,000,000 10.6

新規水源開発引当金 19,852,850,197 0.7 20,219,831,121 0.8 △ 366,980,924 △ 1.8

その他固定負債 3,100,957,201 0.1 1,023,893,279 0.0 2,077,063,922 202.9

流動負債 88,848,593,038 3.3 83,191,146,844 3.1 5,657,446,194 6.8

未払金 77,026,362,019 2.9 70,886,643,688 2.7 6,139,718,331 8.7

営業未払金 30,533,510,842 1.1 27,331,155,092 1.0 3,202,355,750 11.7

工事未払金 43,422,688,389 1.6 42,939,378,858 1.6 483,309,531 1.1

貯蔵品購入未払金 165,759,435 0.0 122,906,448 0.0 42,852,987 34.9

その他未払金 2,904,403,353 0.1 493,203,290 0.0 2,411,200,063 488.9

未払費用 4,107,337,348 0.2 4,536,450,729 0.2 △ 429,113,381 △ 9.5

未払費用 4,107,337,348 0.2 4,536,450,729 0.2 △ 429,113,381 △ 9.5

前受金 689,209,219 0.0 505,402,674 0.0 183,806,545 36.4

営業前受金 555,820,698 0.0 387,980,643 0.0 167,840,055 43.3

営業外前受金 14,120,409 0.0 17,618,430 0.0 △ 3,498,021 △ 19.9

その他前受金 119,268,112 0.0 99,803,601 0.0 19,464,511 19.5

その他流動負債 7,025,684,452 0.3 7,262,649,753 0.3 △ 236,965,301 △ 3.3

預り金 1,125,840,691 0.0 1,197,668,654 0.0 △ 71,827,963 △ 6.0

受託下水道徴収金 4,494,251,257 0.2 4,656,205,222 0.2 △ 161,953,965 △ 3.5

受託多摩地区下水道徴収金 1,405,592,504 0.1 1,408,775,877 0.1 △ 3,183,373 △ 0.2

負債合計 260,458,316,725 9.8 240,513,945,960 9.0 19,944,370,765 8.3

資本金 1,815,102,518,853 68.2 1,781,042,667,059 66.9 34,059,851,794 1.9

自己資本金 1,456,692,033,932 54.8 1,395,032,851,813 52.4 61,659,182,119 4.4

固有資本金 42,016,150,471 1.6 42,016,150,471 0 0        0

繰入資本金 128,062,320,769 4.8 126,634,462,882 4.8 1,427,857,887 1.1

組入資本金 1,241,431,063,037 46.7 1,184,197,241,559 44.5 57,233,821,478 4.8

引継資本金 45,182,499,655 1.7 42,184,996,901 1.6 2,997,502,754 7.1

借入資本金 358,410,484,921 13.5 386,009,815,246 14.5 △ 27,599,330,325 △ 7.1

企業債 358,410,484,921 13.5 386,009,815,246 14.5 △ 27,599,330,325 △ 7.1

剰余金 584,726,940,710 22.0 581,620,410,315 21.9 3,106,530,395 0.5

資本剰余金 512,492,900,792 19.3 506,986,588,837 19.1 5,506,311,955 1.1

国庫補助金 152,703,042,294 5.7 148,977,354,672 5.6 3,725,687,622 2.5

受贈財産評価額 67,971,642,507 2.6 67,887,098,585 2.6 84,543,922 0.1

工事負担金 98,069,003,564 3.7 96,386,073,153 3.6 1,682,930,411 1.7

市街地再開発事業差益 179,656,872,237 6.8 179,656,872,237 6.8 0        0

その他資本剰余金 14,092,340,190 0.5 14,079,190,190 0.5 13,150,000 0.1

利益剰余金 72,234,039,918 2.7 74,633,821,478 2.8 △ 2,399,781,560 △ 3.2

大規模浄水場更新積立金 15,000,000,000 0.6 10,000,000,000 0.4 5,000,000,000 50.0

奥多摩水道施設整備積立金 2,400,000,000 0.1 0 0.0 2,400,000,000 －

当年度未処分利益剰余金 54,834,039,918 2.1 64,633,821,478 2.4 △ 9,799,781,560 △ 15.2

資本合計 2,399,829,459,563 90.2 2,362,663,077,374 88.8 37,166,382,189 1.6

負債資本合計 2,660,287,776,288 100  2,603,177,023,334 100  57,110,752,954 2.2

(単位：円、％）

項　　　　目
平成２２年度 平成２１年度 増（△）減
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